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令和６年（２０２４年）５月２４日 

教 育 委 員 会 資 料 

教育委員会事務局子ども・教育政策課 

 

 

中野区立小中学校の再編の検証について 

 

 

 令和６年４月に鷺宮小学校と西中野小学校が統合したことにより、「中野区立小中学校再

編計画（第２次）」（（下「「再編計画」という。）に基づく再編がすべて終了したため、これ

まで行われた再編の効果について、検証を行う。 

 

 

１ 検証の目的 

  区がよりよい教育環境を目指して再編計画において示した３つの柱「１．充実した学

校教育のため、望ましい規模の学校をつくります」、「２．小学校と中学校の通学区域の

整合性を可能な限り図ります」、「３．施設・設備等の整備を進めます」について、達成

状況及び教育効果、学校運営などの視点から効果を検証することで、成果と課題を明ら

かにする。 

 

 

２ 検証の視点 

（１）再編計画の達成度 

再編計画における３つの柱を中心とした基本的な考え方に基づく主な取組の達成度

を検証する。 

 

（２）取組による効果 

   再編計画に基づく取組による効果を下「の３つの視点から検証する。 

①教育効果 

一定の集団規模や学級数が確保されたことによる学習指導や学校行事など、集団活

動における子ども同士の学び合いや人間関係づくりに関する効果 

②学校運営 

一定規模の教員集団が確保されたことによる教職員の負担軽減や指導環境の改善に

関する効果 

③学校施設 

新校舎整備による施設の機能、安全性の向上や統合による施設の維持管理費削減に 

関する効果 
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３ 検証事項（案）及び調査方法 

（１）再編計画の達成度に関するもの 

   再編計画における基本的な考え方に基づく下「の主な取組について、再編前後のデー

タ等を調査し達成度を検証する。 

  ①小学校と中学校の通学区域の整合性を可能な限り図れたか 

②小規模化を解消した学校規模が確保されたか 

③３５人学級が推進されたか 

④変更後の通学区域における安全対策が実施されたか 

⑤教育環境の確保・向上を図るための大規模改修工事又は改築（建て替え）工事が 

実施されたか 

⑥学校活動への影響を考慮した移転ができたか（統合新校移転までの仮校舎活用） 

⑦片方の学校名ではなく新名称による新設校として設置されたか 

⑧通学区域、通学距離を考慮した学校の配置が行えたか（（小中学校の位置の入れ替え） 

⑨統合新校（小学校）において放課後の子どもの安全で安心な遊び場が確保されたか 

⑩前期計画と比較し統合に向けた十分な協議時間を確保できたか 

⑪統合後の円滑なスタートに向けた早期の対応が行えていたか 

【上記を検証するための主な調査項目】 

 通学区域の変遷、通学安全対策の状況、学級数の推移、３５人学級の達成状況、校舎の

改修（・改築状況、統合後の校舎の配置状況、キッズ・プラザ配置数、学校統合委員会設置

状況、統合前における交流事業の実施状況 など 

 

（２）取組による効果に関するもの 

アンケート調査を中心に効果について検証する。なお、アンケート調査は、再編計画

策定下降に統合した学校を対象とし、統合した年度を考慮したうえで、児童、教員、保

護者、地域団体等を対象に行う（「【〇〇】」は対象）。 

  ①教育効果 

  （【児童（・保護者】いろいろな友達と一緒に話をしたり、知り合いになる機会が増えたか 

  【児童・保護者】運動会などの学校行事は、活気にあふれているか 

  【児童】勉強やスポーツにおいて一緒に頑張る友達が増えたか 

  【保護者】小学校の友人が別れることなく中学校に進学できるようになったことへの意見 

【教員】集団規模を活かした指導・教育ができるようになったか 

  【教員】児童の活動や生活がこれまでより活発化したか 

【教員】学校施設の更新が指導方法の改善につながっているか 

 

②学校運営 

  【教員】教員数が増えることで役割の明確化や負担の平準化がされたか 

【保護者・教員】通学の安全対策は十分だと感じるか 

【保護者・教員】一足制などの新たな取り組みへの意見 

【地域】児童や学校と関わる機会が増えたか 
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③学校施設 

【教員】学校施設の更新が指導方法の改善につながっているか 

【地域】学校施設の更新により利用しやすい施設になったか 

   統合により学校施設の維持保全費用が削減されたか 

 

 

４ 検証結果を踏まえた今後の取組の方向性について 

検証結果から明らかになった課題を踏まえ、学校規模や教育環境の維持改善に必要な

取組を検討し実施していく。なお、検討にあたっては、中長期的な視点から将来の児童数

の推計やまちづくりの進展、地域への影響なども考慮し検討する。 

 

 

５ 今後の予定 

  令和６年６月  議会報告（第２回定例会） 

      ８月  委託事業者決定 

     ９月～ 調査、検証開始 

 令和７年３月  検証結果の報告（第１回定例会） 


